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調査要領
 調査対象 原則として、資本⾦１億円以上の⺠間企業

（⼤企業:資本⾦10億円以上、中堅企業:1億円以上10億円未満 ただし、⾦融・保険業等を除く）

 調査⽅法 郵送及びwebによるアンケート⽅式（調査票送付／必要に応じ電話聞き取り等により補⾜）

 調査時期 2025年7⽉3⽇を期⽇として実施

 調査内容 － 2024年度の設備投資実績額と2025年度の設備投資計画額

－ 設備投資額は、⼯事ベースの⾦額であり、原則として建設仮勘定を含む有形固定資産の計上額

（売却、滅失、減価償却を控除せず）

－ 設備投資が⾏われた地点に着⽬した調査であり、北海道⽀店では「北海道」地域について集計・分析

 回答状況

 集計⽅式 － 産業分類は、原則として主業基準分類（企業の主たる業種に基づいて分類）で集計

－ 設備投資額は、増減を⽐較する両年度について、ともに回答を得られたデータを集計

全国 うち道内本社企業
調査対象会社数 9,140 社 548 社
回答社数 5,238 社 400 社
回答率 57.3 % 73.0 %
道内への設備投資を回答した社数 652 社 395 社

調査対象年度 2023年度 2024年度 2025年度
調査時点 2024/6（前回調査） 2025/6（今回調査）
実績／計画 実績 実績 計画
回答社数 599 社* 652 社

• 2024年度設備投資額（実績）に係る前年度⽐増減については、前回調査と今回調査の両⽅に回答があった企業を集計・分析の対象としたもの
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調査結果にかかる注意事項
＜アンケートのご回答について＞

 本調査については、個別企業の情報に関しては公表しないことを前提に、アンケートにご協⼒頂いております。

 アンケートにおいては、設備投資額・概要・実施地点等について任意でご回答頂いております。

 調査年度により、回答社数や各企業における回答の有無が異なります。

 設備投資額のみで実施地点について回答がない場合は、全国（全体）の数字には反映されますが、各地域の数字には反映されません。

＜本資料内の記載について＞

 設備投資額、増減額は億円未満を四捨五⼊した数値であり、各図表における内訳の合計が⼀致しない場合がございます。

 構成⽐、増減率、寄与度は、百万円単位の数値をもとに算出しています。

 寄与度とは、全体の変動（変化率）に対する当該データ（業種）における変化の影響を⽰した指標です。

 その他製造業には、繊維、出版印刷、ゴム、⾦属製品、⼀般機械、精密機械、その他製造業を含みます。

 その他⾮製造業には、農林⽔産業、鉱業、建設、その他⾮製造業を含みます。



6

2024・2025年度 設備投資動向（北海道）

調査結果概要

2024・2025年度 設備投資動向（全国）

＜北海道＞

2024年度︓
製造業、⾮製造業とも増加し、
全産業でも2年連続で増加した。

2025年度︓
製造業、⾮製造業とも増加し、
全産業でも引き続き増加を⾒込む。

＜全国＞

2024年度︓
製造業、⾮製造業とも増加し、
全産業でも3年連続で増加した。

2025年度︓
製造業、⾮製造業とも増加し、
全産業でも引き続き増加を⾒込む。

（単位：億円、％）

2023年度 2024年度 2024年度 2025年度

実　　　績 実　　　績 実　　　績 計　　　画

3,467 4,875 40.6 5,140 6,779 31.9

（除く電力） (2,279) (3,154) (38.4) (3,418) (3,427) (0.3)

製造業 659 797 20.9 979 1,013 3.5

非製造業 2,808 4,078 45.3 4,161 5,767 38.6

（除く電力） (1,620) (2,357) (45.5) (2,439) (2,415) (▲ 1.0)

全産業

2024年度（実績） 2025年度（計画）

　（回答社数　599社） 　（回答社数　652社）

増減率
24/23

増減率
25/24

（単位：億円、％）

2023年度 2024年度 2024年度 2025年度

実　　　績 実　　　績 実　　　績 計　　　画

207,259 227,591 9.8 219,144 250,200 14.2

（除く電力） (181,729) (197,592) (8.7) (195,354) (224,653) (15.0)

製造業 68,297 71,745 5.0 70,825 86,007 21.4

非製造業 138,962 155,846 12.2 148,319 164,193 10.7

（除く電力） (113,432) (125,848) (10.9) (124,529) (138,646) (11.3)

全産業

2024年度（実績） 2025年度（計画）

　（回答社数　4,686社） 　（回答社数　5,238社）

増減率
24/23

増減率
25/24
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2024年度実績（北海道）

減少寄与の主要業種
＜製造業＞
 その他製造業 新規設備投資の⼀服
 電気機械 新規設備投資の⼀服

＜⾮製造業＞
 リース 新規設備投資の⼀服
 ガス ⽣産能⼒増強⼯事の完了

＜製造業＞
 窯業・⼟⽯ 新規設備投資

＜⾮製造業＞
 電⼒ 発電関連設備の⼯事
 卸売・⼩売 新店投資
 不動産 物件取得

増加寄与の主要業種

全産業は2年連続増加 〜製造業、⾮製造業ともに増加した〜

注）その他製造業 ︓ 繊維、出版印刷、ゴム、⾦属製品、⼀般機械、精密機械、その他製造業
注）その他⾮製造業 ︓ 農林⽔産業、鉱業、建設、その他⾮製造業を含む

2024年度 業種別設備投資動向 （単位：億円、％）

投資額 構成比 投資額 構成比 寄与度

3,467 100.0 4,875 100.0 40.6 1,409 40.6

（ 除 く 電 力 ） ( 2,279 ) ( 65.7 ) ( 3,154 ) ( 64.7 ) ( 38.4 ) ( 875 ) ( 25.2 )

659 19.0 797 16.3 20.9 138 4.0

食 品 143 4.1 193 4.0 35.0 50 1.4

紙 ・ パ ル プ 31 0.9 45 0.9 47.2 14 0.4

化 学 18 0.5 13 0.3 ▲ 27.5 ▲ 5 ▲ 0.1

石 油 3 0.1 4 0.1 19.6 1 0.0

窯 業 ・ 土 石 74 2.1 152 3.1 105.1 78 2.2

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 117 3.4 129 2.6 10.3 12 0.3

電 気 機 械 16 0.5 10 0.2 ▲ 38.5 ▲ 6 ▲ 0.2

輸 送 用 機 械 218 6.3 223 4.6 2.4 5 0.2

そ の 他 製 造 業 40 1.2 29 0.6 ▲ 27.9 ▲ 11 ▲ 0.3

2,808 81.0 4,078 83.7 45.3 1,271 36.7

（ 除 く 電 力 ） ( 1,620 ) ( 46.7 ) ( 2,357 ) ( 48.3 ) ( 45.5 ) ( 737 ) ( 21.3 )

卸 売 ・ 小 売 360 10.4 739 15.2 105.4 379 10.9

不 動 産 194 5.6 382 7.8 97.5 189 5.4

運 輸 370 10.7 517 10.6 39.6 147 4.2

電 力 1,188 34.3 1,722 35.3 45.0 534 15.4

ガ ス 205 5.9 199 4.1 ▲ 2.8 ▲ 6 ▲ 0.2

通 信 ・ 情 報 67 1.9 63 1.3 ▲ 5.9 ▲ 4 ▲ 0.1

リ ー ス 127 3.7 78 1.6 ▲ 38.4 ▲ 49 ▲ 1.4

サ ー ビ ス 195 5.6 210 4.3 8.0 16 0.4

そ の 他 非 製 造業 103 3.0 168 3.4 62.7 65 1.9

非 製 造 業

2023年度実績 2024年度実績
増減率 増減額

全 産 業

製 造 業
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スカイライングラフ
 北海道の2023年度業種別構成⽐は⾮製造業が81.0%と⾼く、なかでも「電⼒」が34.3%を占めており、次いで「運輸」、

「卸売・⼩売」となった。
 設備投資額の2024年度対前年度増減率は、2023年度における構成⽐が⾼い「卸売・⼩売」が＋105.4％、「不動産」

が＋97.5％、「電⼒」が＋45.0％となっており、全産業を底上げしている。

【2024年度】
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2025年度計画（北海道）

減少寄与の主要業種
＜製造業＞
 その他製造業 新規設備投資の⼀服
 窯業・⼟⽯ 製造設備増強完了

＜⾮製造業＞
 卸売・⼩売 新店投資の⼀服
 その他⾮製造業 物件新設の完了

＜製造業＞
 鉄鋼・⾮鉄⾦属 維持更新投資
 化学 製造設備増強
 輸送⽤機械 新規事業関連投資

＜⾮製造業＞
 電⼒ 発電関連設備の⼯事
 不動産 施設更新・拡⼤
 運輸 ⽼朽設備の維持更新

増加寄与の主要業種

全産業は3年連続で増加 〜製造業、⾮製造業ともに増加を⾒込む〜

注）その他製造業 ︓ 繊維、出版印刷、ゴム、⾦属製品、⼀般機械、精密機械、その他製造業
注）その他⾮製造業 ︓ 農林⽔産業、鉱業、建設、その他⾮製造業を含む

2025年度 業種別設備投資動向
（単位：億円、％）

投資額 構成比 投資額 構成比 寄与度

5,140 100.0 6,779 100.0 31.9 1,640 31.9

（ 除 く 電 力 ） ( 3,418 ) ( 66.5 ) ( 3,427 ) ( 50.6 ) ( 0.3 ) ( 10 ) ( 0.2 )

979 19.0 1,013 14.9 3.5 34 0.7

食 品 203 3.9 216 3.2 6.2 13 0.2

紙 ・ パ ル プ 47 0.9 51 0.7 7.3 3 0.1

化 学 17 0.3 42 0.6 155.6 26 0.5

石 油 4 0.1 10 0.1 175.0 6 0.1

窯 業 ・ 土 石 153 3.0 103 1.5 ▲ 32.8 ▲ 50 ▲ 1.0

鉄 鋼 ・ 非 鉄 金 属 129 2.5 219 3.2 70.4 91 1.8

電 気 機 械 27 0.5 20 0.3 ▲ 25.5 ▲ 7 ▲ 0.1

輸 送 用 機 械 223 4.3 242 3.6 8.6 19 0.4

そ の 他 製 造 業 177 3.4 110 1.6 ▲ 37.9 ▲ 67 ▲ 1.3

4,161 81.0 5,767 85.1 38.6 1,606 31.2

（ 除 く 電 力 ） ( 2,439 ) ( 47.5 ) ( 2,415 ) ( 35.6 ) ( ▲ 1.0 ) ( ▲ 24 ) ( ▲ 0.5 )

卸 売 ・ 小 売 767 14.9 570 8.4 ▲ 25.7 ▲ 197 ▲ 3.8

不 動 産 381 7.4 563 8.3 47.8 182 3.5

運 輸 529 10.3 615 9.1 16.2 86 1.7

電 力 1,722 33.5 3,352 49.4 94.7 1,630 31.7

ガ ス 200 3.9 244 3.6 22.1 44 0.9

通 信 ・ 情 報 64 1.2 85 1.3 34.1 22 0.4

リ ー ス 88 1.7 76 1.1 ▲ 13.8 ▲ 12 ▲ 0.2

サ ー ビ ス 233 4.5 169 2.5 ▲ 27.6 ▲ 64 ▲ 1.3

そ の 他 非 製 造業 177 3.4 93 1.4 ▲ 47.5 ▲ 84 ▲ 1.6

非 製 造 業

2024年度実績 2025年度計画
増減率 増減額

全 産 業

製 造 業
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スカイライングラフ
 北海道の2024年度業種別構成⽐は⾮製造業が81.0%と⾼く、なかでも「電⼒」が33.5%を占めており、次いで「卸売・

⼩売」、「運輸」となった。
 設備投資額の2025年度対前年度増減率は、2024年度における構成⽐が⾼い「卸売・⼩売」が▲25.7％と減少するも、

「電⼒」が＋94.7％、「不動産」が＋47.8％となっており、全産業を底上げしている。
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⻑期推移① 増減率

▲ 26.1
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※2025年度は計画値

（年度）

北海道の設備投資増減率推移（2009〜2025年度）

 道内設備投資は、2019年度までは概ね増加基調にあったところ、新型コロナ影響が⻑期化し2020年度から3年連続で減少するも2023年
度以降増加に転じた。2025年度計画においては前年度ほどの伸びは⾒られないものの、製造業・⾮製造業ともに増加を⾒込む。

 製造業は、予て⼤型投資の影響を受けて増減を繰り返す傾向にあるが、2019年度に⼤型投資が完了して以降は新型コロナ影響を背景に減
少が続いた。当該反動を受け2023年度以降3年連続で増加を⾒込むも、2025年度計画では設備増強完了を受け、増加幅は限定的であ
る。

 ⾮製造業は、2019年度まで概ね増加基調で推移していたが、新型コロナ影響により2020年度に急落した。以降2022年度まで⼩幅ながら3
年連続減少も徐々に投資を再開し、2023年度以降増加に転じた。2025年度計画では電⼒以外の⼤型投資の⼀服により前年度ほどの増
加幅は⾒られないものの、3年連続での増加を⾒込む。
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⻑期推移② 投資⽔準
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※2025年度は計画値

北海道の投資⽔準推移（2009年度＝100）

 全産業の投資⽔準は、2019年度まで増加基調にあったが、新型コロナ影響から2021・2022・2023年度はリーマンショック直後の2009年度
を⼤きく下回る⽔準で推移した。2023年以降増加基調にあり2025年度計画は、⾮製造業の牽引により2009年度以降最⾼⽔準を⾒込む。

 製造業は、⼤型投資の有無でばらつきがあるところ、新型コロナ影響（※）で投資の抑制傾向も⾒られ、2022年度は2009年度⽔準を⼤き
く下回った。2025年度計画は3年連続で前年度⽐増加となるものの、設備増強完了を背景に投資⽔準は低位に留まる⾒込み。

 ⾮製造業は、2019年度まで堅調に推移してきたが、新型コロナ影響により2020年度からの4年間は2009年度を下回る⽔準となった。2025
年度計画は主に電⼒への投資により⼤幅に増加し、2009年度以降最⾼⽔準である2016年度実績を超える⾼い⽔準を⾒込む。

（※）2020年度は前年度からの継続⼯事があったことから影響が緩和
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地域別設備投資動向
 2024年度の地域別設備投資実績は、北陸、九州を除くすべての地域で増加し、全国では9.8%の増加した。
 2025年度の地域別設備投資計画は、 東北を除くすべての地域で増加し、全国では14.2%の増加を⾒込む。

注）全国の数値は、都道府県別投資未回答会社と沖縄県の計数を含む。
注）前回調査（2024年6⽉実施）は、2024年度計画と2023年度実績との⽐較

（単位：％）

前回調査（参考）

2024/2023

全産業 全産業 製造業 非製造業 全産業 製造業 非製造業

北 海 道 53.9 40.6 20.9 45.3 31.9 3.5 38.6

東  　北 9.5 8.1 ▲ 4.6 18.2 ▲ 1.0 ▲ 8.7 10.2

北関東甲信 43.0 38.9 56.8 12.7 9.9 14.9 1.4

首 都 圏 32.9 9.0 5.7 10.0 19.2 20.5 18.9

北  　陸 9.0 ▲ 10.8 ▲ 17.2 ▲ 5.1 53.0 59.5 33.1

東  　海 22.6 12.5 12.6 12.2 28.7 31.6 18.5

関  　西 11.0 6.9 ▲ 1.0 11.4 22.4 29.4 18.3

中  　国 13.6 21.8 3.1 49.7 20.6 40.0 ▲ 6.6

四  　国 14.4 5.9 2.1 15.5 9.1 8.1 12.5

九  　州 2.2 ▲ 8.8 ▲ 3.4 ▲ 14.0 4.5 5.9 3.1

全　　国 20.6 9.8 5.0 12.2 14.2 21.4 10.7

今回調査

2024/2023 2025/2024
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Section 1 地域設備投資計画調査結果のまとめ
北海道地域の設備投資実績（2024年度）
 2024年度設備投資実績は、製造業・⾮製造業とも増加し、全産業でも2年連続増加した。他地域においても増加

したが、北海道は影響度の⼤きい⾮製造業の⼤幅増加に伴い、全国よりも増加幅が⼤きい。
 製造業は「窯業・⼟⽯」などの増加に伴い＋20.9％、⾮製造業は影響度の⼤きい「電⼒」「卸売・⼩売」が牽引し、

＋45.3％と⼤幅に増加した。

北海道地域の設備投資計画（2025年度）
 製造業・⾮製造業とも3年連続で増加を⾒込む。投資⽔準は、⾮製造業が牽引する形で⼤幅に増加し、2009年度

以降最⾼⽔準を⾒込む。
 製造業は「窯業・⼟⽯」などが減少するものの、維持更新投資のある「鉄鋼・⾮鉄⾦属」や「化学」「輸送⽤機械」など

が牽引し全体では増加するが、投資⽔準は依然低位にとどまる。⾮製造業は新店投資が⼀服した「卸売・⼩売」が減
少するも、影響度の⼤きい「電⼒」の発電関連設備の⼯事を背景に＋38.6％と⼤幅に増加を⾒込む。



企業⾏動に関する意識調査
Section 2

15



16

調査要領
 調査対象 原則として、資本⾦１億円以上の⺠間企業

（⼤企業:資本⾦10億円以上、中堅企業:1億円以上10億円未満 ただし、⾦融・保険業等を除く）

 調査⽅法 郵送およびwebによるアンケート⽅式（調査票送付／必要に応じ電話聞き取り等により補⾜）

 調査時期 2025年7⽉3⽇を期⽇として実施

 調査内容 調査時点における以下のテーマに関する企業の意識や⾒通しなどを調査
－事業のダウンサイドリスクおよび成⻑機会となる外部要因
－諸費⽤の⾼騰に対する販売価格への転嫁の状況
－⼈的投資の状況
－カーボンニュートラル、脱炭素社会実現に向けた取組
－デジタル化 他

 回答状況

＊回答社数は1問でも有効回答があった企業。
各設問の回答社数は上記を下回るものが多い。

対象 回答状況＊

製造業 ⾮製造業

全国 ⼤企業（資本⾦10億円以上） 919 375 544

中堅企業（10億円未満） 2,563 939 1,624

合計 3,482 1,314 2,168

内、北海道 ⼤企業（資本⾦10億円以上） 25 5 20

中堅企業（10億円未満） 238 64 174

合計 263 69 194
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事業におけるリスクと成⻑機会︓リスク要因
 北海道、全国ともに、事業におけるリスク要因として「物価上昇」が最も⾼く、次いで「⼈件費上昇」の選択割合が⾼い。
 全国に⽐し、「⾦利上昇」に加え、「⼈件費上昇」や「⼈⼿・後継者不⾜」、「⾼齢化」など⼈材⾯におけるリスク要因の選

択割合が⾼い。⼀⽅で、「⽶国景気」や「中国景気」の選択割合は低い。

事業のダウンサイドリスクとなる外部要因

(５つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

全国全産業【3,303】

北海道全産業【248】

（％）
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事業におけるリスクと成⻑機会︓成⻑機会
 北海道、全国ともに「新技術（⽣成AIなど）」、次いで「内外の政策⾒直し」の選択割合が⾼い。
 全国に⽐し、「健康志向」の選択割合が⾼い⼀⽅で、「サステナビリティ対応」や 「⽶国景気」の選択割合は低い。

事業の成⻑機会となる外部要因

(５つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％）

全国全産業【3,041】

北海道全産業【226】
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事業におけるリスクと成⻑機会︓⽶国の関税強化
 北海道、全国ともに「特に影響なし」「影響精査中」との回答が⾼い。
 全国に⽐し、特に製造業において「特に影響なし」の回答割合が5割強と⾼い。対応策としては「原材料・部品の調達先

変更」「不確実性による投資先送り」の選択割合が⾼いが、全国に⽐し対応策に係る選択割合が全体的に低い。

⽶国関税強化への影響と対応
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影響精査中
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その他
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原材料・部品の調達先変更

⽣産・輸出拠点の変更

⽶国での販売価格引き上げ

⽶国での販売価格維持

⽶国以外への販路開拓

⼈員配置の変更

不確実性による投資先送り

影響はあるが特に対応はしない

影響精査中

特に影響なし

その他

（％） （％）

全国全産業【3,225】
全国製造業【1,219】
全国⾮製造業【2,006】

北海道全産業【243】
北海道製造業【65】
北海道⾮製造業【178】

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

【北海道】 【全国】
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事業におけるリスクと成⻑機会︓価格転嫁
 北海道、全国ともに、⼀部でも各種コストの価格転嫁が出来たと回答する企業の割合が約8割となった。特に⼗分な転嫁

が出来ていると回答した割合は、全国に⽐し⾼い。
 道内業種において、製造業は⾮製造業と⽐して、相対的に価格転嫁が進んでいる。

燃料費・電⼒費・⼈件費・資材・建設費⾼騰の販売価格への転嫁状況
【製造業】 【⾮製造業】
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北海道【181】
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(有効回答社数⽐）

価格転嫁できている ⼀部転嫁できているが⼗分ではない 価格転嫁できていない

（％） （％）
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設備投資と企業価値向上︓設備投資計画
 2024年度設備投資実績は、全国に⽐し「実績が当初計画を下回らず」と回答した割合が⾼い。
 全国では設備投資実績が当初計画を下回った背景として「投資内容精査」によるものが最多であるが、北海道は「⼯事

費⾼騰による⾒直し」の選択割合が⾼く、2025年度計画においても共通である。

2024年度設備投資が計画を下回った要因 2025年度設備投資計画を押し下げる要因
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⼯事費⾼騰に伴う⾒直し

⼯期の遅れ

投資内容の精査、無駄の⾒直し

もともと確度の低かった投資の剥落

国内・海外景気の減速

国際的な政策の不確実性

⾦利上昇

当初計画を下回らず/計画の押し
下げなし

その他

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

【北海道】 【全国】 【北海道】 【全国】

北海道全産業【192】
北海道製造業【58】
北海道⾮製造業【134】

北海道全産業【199】
北海道製造業【58】
北海道⾮製造業【141】

全国全産業【2,679】
全国製造業【1,053】
全国⾮製造業【1,626】

全国全産業【2,697】
全国製造業【1,050】
全国⾮製造業【1,647】

（％） （％） （％） （％）
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設備投資と企業価値向上︓設備投資計画
 設備投資を⾒送った場合の対応について、全国、北海道共通して6割以上が「計画の維持」と回答をした。
 全国に⽐し、製造業は「計画の維持」と回答した割合が⾼いものの、⾮製造業が「計画の縮⼩」を回答した割合が⾼く、全

産業では「計画の維持」を選択した割合が僅かながら低い。

⾒送った設備投資への対応

(有効回答社数⽐）

（％）
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設備投資と企業価値向上︓事業成⻑の為に優先する投資
 北海道、全国ともに事業成⻑のために優先する投資として、「国内有形固定資産投資」を優先度1位に回答する割合が

⾼く、全体を通じては「⼈材育成、⼈的投資」の回答割合が⾼い。
 全国に⽐し、国内投資や⼈材投資の優先度は⾼い⼀⽅、「海外有形固定資産投資」「海外M&A」は回答割合が低い。

事業成⻑の為に優先する投資
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31

17

26

020406080

国内有形固定資産投資

海外有形固定資産投資

国内M&A

海外M&A

情報化投資

研究開発

⼈材育成、⼈的投資

【北海道】 【全国】
（％） （％）

北海道優先度1位【236】
北海道優先度2位【191】
北海道優先度3位【121】

全国優先度1位【3,213】
全国優先度2位【2,713】
全国優先度3位【1,989】

(優先順に３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）



17 

25 

26 

6 

38 

13 

35 

19 

13 

32 

6 

1 

17 

23 

23 

13 

47 

14 

38 

21 

9 

32 

4 

1 

17 

27 

27 

1 

33 

12 

33 

19 

15 

31 

7 

2 

0 20 40 60 80 100

経営⼈材

管理職

営業職

研究職

技術職・エンジニア

新規事業などの企画⼈材

現場の熟練労働者

現場の未熟練労働者

バックオフィス⼈材

IT⼈材・AI⼈材

⼈材は不⾜していない

その他

17 

31 

21 

1 

33 

8 

42 

25 

12 

22 

5 

1 

12 

36 

30 

3 

39 

4 

48 

25 

9 

25 

1 

1 

19 

30 

18 

1 

31 

10 

40 

25 

13 

21 

6 

1 

020406080100

経営⼈材

管理職

営業職

研究職

技術職・エンジニア

新規事業などの企画⼈材

現場の熟練労働者

現場の未熟練労働者

バックオフィス⼈材

IT⼈材・AI⼈材

⼈材は不⾜していない

その他

24

⼈⼿不⾜︓不⾜する⼈材の種類
 全国では「技術職・エンジニア」の回答割合が最も⾼かった⼀⽅、北海道では製造業・⾮製造業共通して「現場の熟練労

働者」が⾼く、「現場の未熟練の労働者」と合わせ、現場の⼈材不⾜に係る回答割合が⾼い。
 全国に⽐し「管理職」の回答割合が⾼く、「IT⼈材・AI⼈材」の回答割合が低い。

不⾜している⼈材の種類（役職・業種・スキルなど）

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％） （％）
【北海道】 【全国】

北海道全産業【252】
北海道製造業【67】
北海道⾮製造業【185】

全国全産業【3,274】
全国製造業【1,243】
全国⾮製造業【2,031】



25

⼈的投資︓⼈⼿不⾜対策
 ⼈材獲得のために取り組む施策としては、北海道、全国ともに「中途採⽤の強化」の選択割合が最も⾼く、次いで「新卒

採⽤の強化」、「賃⾦引上げ」となっており、いずれも過半の企業が取り組んでいる。
 全国に⽐し、「賃⾦引上げ」の他、「再雇⽤」や「採⽤基準緩和」の選択率も⾼い。

⼈材獲得のための施策

62 

77 

1 

2 

52 

17 

14 

2 

3 

5 

10 

1 

4 

1 

2 

65 

79 

1 

1 

50 

17 

14 

2 

3 

6 

14 

1 

3 

1 

1 

61 

75 

1 

3 

53 

18 

15 

2 

3 

5 

8 

1 

4 

1 

2 

0 20 40 60 80 100

新卒採⽤の強化

中途採⽤の強化

副業の受け⼊れ

業界再編(M&A)

賃⾦引上げ

再雇⽤

福利厚⽣の拡充

リモートワークの拡充

フレックス制の導⼊・拡充

採⽤基準緩和(外国⼈や⾼齢者など)

オフィス・⼯場などの執務環境の整備

⼊社前からの教育・育成

⾃社の社会的意義の追求

⼈的資本の開⽰

その他

58 

72 

2 

1 

56 

24 

15 

0 

2 

7 

9 

0 

4 

0 

2 

57 

79 

1 

0 

58 

19 

10 

0 

1 

4 

15 

0 

6 

0 

1 

58 

70 

3 

1 

55 

25 

17 

1 

2 

8 

6 

1 

3 

1 

2 

020406080100

新卒採⽤の強化

中途採⽤の強化

副業の受け⼊れ

業界再編(M&A)

賃⾦引上げ

再雇⽤

福利厚⽣の拡充

リモートワークの拡充

フレックス制の導⼊・拡充

採⽤基準緩和(外国⼈や⾼齢者など)

オフィス・⼯場などの執務環境の整備

⼊社前からの教育・育成

⾃社の社会的意義の追求

⼈的資本の開⽰

その他
(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％）
【北海道】 【全国】

（％）

北海道全産業【252】
北海道製造業【67】
北海道⾮製造業【185】

全国全産業【3,236】
全国製造業【1,234】
全国⾮製造業【2,002】
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⼈的投資︓⼈⼿不⾜対策
 ⼈材獲得以外の対策として、北海道、全国ともに「業務の削減・合理化」の回答割合が最も⾼く、次いで「デジタル活⽤」

や「⾃動化投資」の割合が⾼い。
 全国に⽐し、 「業務の削減・合理化」「従業員のリスキリング」の回答割合が低い⼀⽅、「営業・稼働時間の削減」などの

回答割合は⾼い。

⼈材獲得以外の対策

14 

73 

33 

60 

0 

6 

19 

18 

1 

9 

75 

52 

60 

0 

5 

15 

17 

1 

17 

72 

22 

61 

0 

7 

22 

20 

2 

0 20 40 60 80 100

営業・稼働時間の削減

業務の削減・合理化

⾃動化投資(機械・ロボットなど)

デジタル活⽤

海外移転

他社との⼈材融通・連携

外部委託の拡⼤

従業員のリスキリング

その他

21 

63 

40 

56 

0 

6 

20 

14 

2 

11 

73 

50 

55 

0 

5 

15 

9 

3 

25 

59 

37 

56 

0 

6 

22 

15 

1 

020406080100

営業・稼働時間の削減

業務の削減・合理化

⾃動化投資(機械・ロボットなど)

デジタル活⽤

海外移転

他社との⼈材融通・連携

外部委託の拡⼤

従業員のリスキリング

その他

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％）
【北海道】 【全国】

（％）

北海道全産業【241】
北海道製造業【66】
北海道⾮製造業【175】

全国全産業【3,183】
全国製造業【1,221】
全国⾮製造業【1,962】
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⼈的投資︓⼈的投資の種類
 北海道、全国ともに、⼈的投資の内容は、「賃⾦引上げ」が最も⾼く、次いで「⼈材の確保」「研修などの強化」となってい

る。
 製造業の牽引もあり、全国に⽐し「⽣産性向上のための労働環境整備」の回答割合が⾼い。

北海道全産業【247】
北海道製造業【67】
北海道⾮製造業【180】

取組む⼈的投資
【北海道】 【全国】

36 

23 

11 

50 

54 

0 

2 

19 

16 

23 

4 

3 

7 

1 

37 

25 

11 

49 

52 

0 

2 

21 

17 

28 

5 

2 

6 

1 

36 

22 

11 

50 

55 
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2 

18 

15 

20 
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3 

8 

1 

0 20 40 60 80 100

研修などのOFF‐JTの強化

OJTの強化

⾃⼰啓発の補助拡⼤

⼈材の確保

賃⾦引上げ

社内起業の⽀援

ジョブ型雇⽤の導⼊

健康経営の推進

能⼒評価・⼈材管理システムの拡充

⽣産性向上のための労働環境整備

成果連動の強化

介護⽀援

育児⽀援

その他

32 

21 

6 

48 

60 

1 

1 

17 

15 

30 

2 

3 

6 

0 

31 

24 

7 

54 

45 

0 

0 

12 

19 

39 

1 

6 

9 

1 

32 

21 

6 

46 

66 

2 

1 

18 

14 

26 

2 

2 

4 

0 

020406080100

研修などのOFF-JTの強化

OJTの強化

⾃⼰啓発の補助拡⼤

⼈材の確保

賃⾦引上げ

社内起業の⽀援

ジョブ型雇⽤の導⼊

健康経営の推進

能⼒評価・⼈材管理システムの拡充

⽣産性向上のための労働環境整備

成果連動の強化

介護⽀援

育児⽀援

その他

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％） （％）

北海道全産業【247】
北海道製造業【67】
北海道⾮製造業【180】

全国全産業【3,235】
全国製造業【1,232】
全国⾮製造業【2,003】



82 

71 

9 

11 

4 

9 

0 20 40 60 80 100

2024年
北海道【74】

2025年
北海道【66】

71 

68 

13 

14 

9 

10 

0 20 40 60 80 100

2024年
全国【2,050】

2025年
全国【2,024】

79 

69 

11 

15 

5 

9 

0 20 40 60 80 100

2024年
北海道【177】

2025年
北海道【185】

79 

71 

10 

16 

7 

8 

0 20 40 60 80 100

2024年
全国【1,262】

2025年
全国【1,235】

⼈的投資︓賃上げ傾向
 賃⾦引上げ状況は、全国、北海道共通して8割以上が実施済と回答し、今後も更に引上げを検討している企業が7割

程度にのぼる。
 昨年度に⽐し、全国、北海道ともに賃上げを実施し、今後も引上げを検討している企業の割合は減少した⼀⽅、既に引

上げを実施し、今後引上げの予定はないとの回答割合が増加した。

賃⾦の引上げ状況
【製造業】 【⾮製造業】

(有効回答社数⽐）

既に実施しており、
今後も引上げを検討

既に実施しており、
今後引上げ予定はない

未実施だが、
引上げを検討

検討したが、
実施せず

実施・検討
予定なし

（％） （％）
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12 

23 

18 

18 

46 

38 

24 

21 

0 20 40 60 80 100

2024年
北海道【67】

2025年
北海道【66】

5 

21 

14 

20 

43 

34 

38 

26 

0 20 40 60 80 100

2024年
北海道【163】

2025年
北海道【179】

29

デジタル化︓AIの活⽤状況
 AI・IoTなどの活⽤状況は、北海道、全国ともに「活⽤の予定はないものの社内の関⼼は⾼まっている」が多い。
 全国に⽐し、北海道は活⽤割合や関⼼を⽰す割合が低くAIへの関⼼は限定的であるが、昨年度に⽐し活⽤割合や関

⼼を⽰す回答割合は増加した。

AIの活⽤
【製造業】 【⾮製造業】

(有効回答社数⽐）

活⽤している 活⽤を検討している 活⽤予定はないが、
社内的な関⼼が⾼まっている

活⽤予定はなく、
関⼼も⾼まっていない

20 

31 

18 

19 

44 

36 

18 

15 

0 20 40 60 80 100

2024年
全国【1,199】

2025年
全国【1,214】

15 

29 

13 

15 

41 

35 

31 

21 

0 20 40 60 80 100

2024年
全国【1,925】

2025年
全国【2,011】

（％） （％）
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CN・脱炭素社会︓事業への影響
 北海道、全国ともに、CN取組が加速することにより「設備⼊替の契機」になると想定している割合が最も⾼い。
 全国に⽐し、製造業・⾮製造業共通して「設備⼊替の契機」の選択割合が⾼く、「サプライチェーン全体での対応」「事業

拡⼤の契機」の選択割合が低い。

国際的にCNへの取組が加速することで想定される事業への影響
【北海道】 【全国】

25 

20 

34 

24 

53 
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24 

20 

46 

28 

51 

8 

0 

3 

26 

20 

26 

22 

54 

6 

0 
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0 20 40 60 80 100

事業拡⼤の契機

ビジネスモデルの転換

サプライチェーン全体での対応

⻑期的な移⾏戦略の策定・開⽰

設備⼊れ替えの契機

専⾨部署設置などの⼈員配置転換

海外移転の加速

その他

16 

17 

24 

23 

62 

7 

0 

6 

10 

10 

43 

25 

63 

11 

0 

6 

19 

21 

16 

22 

61 

5 

0 

6 

020406080100

事業拡⼤の契機

ビジネスモデルの転換

サプライチェーン全体での対応

⻑期的な移⾏戦略の策定・開⽰

設備⼊れ替えの契機

専⾨部署設置などの⼈員配置転換

海外移転の加速

その他

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％） （％）

北海道全産業【207】
北海道製造業【63】
北海道⾮製造業【144】

全国全産業【2,820】
全国製造業【1,120】
全国⾮製造業【1,700】
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27 
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27 
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14 
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35 

25 

29 

44 

27 
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技術的な問題

開発コストの問題

需要が不透明

販売価格への転嫁

基準が不明確

調達先の制約(原材料等の確保が困難)

国際的な政策の不確実性

その他

37 

28 

28 

40 

29 
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47 

30 

25 

45 

30 

9 

11 

3 

33 

28 

29 

38 

28 

9 

6 

6 

020406080100

技術的な問題

開発コストの問題

需要が不透明

販売価格への転嫁

基準が不明確

調達先の制約(原材料等の確保が困難)

国際的な政策の不確実性

その他

31

CN・脱炭素社会︓CN実現に向けた課題
 全国、北海道ともに、 CN実現に向けた課題として「販売価格への転嫁」「技術的な問題」の回答割合が⾼い。
 北海道では「調達先の制約」「国際的な政策の不確実性」「その他」を除いた5つの項⽬いずれも3-4割前後の回答割合

で分散している。業種別では特に製造業において「技術的な問題」や「販売価格への転嫁」の選択割合が⾼い。

CN実現に向けた課題
【北海道】 【全国】

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

（％）

北海道全産業【205】
北海道製造業【64】
北海道⾮製造業【141】

全国全産業【2,799】
全国製造業【1,121】
全国⾮製造業【1,678】

（％）
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CN・脱炭素社会︓設備投資に占める脱炭素関連投資
 全国、北海道ともに設備投資のうち脱炭素に関連する投資をおこなっていない企業が半分以上を占め、特に⾮製造業に

おける回答割合が⾼い。
 全国に⽐し、「なし」の回答割合が⾼いものの、脱炭素関連投資⽐率が「5~10%」との回答割合も多い。

回答年度の設備投資計画において脱炭素に関連する投資⽐率

70

65

53

43

65

56

11

15

18

26

13

20

11

9

23

18

14

12

2

3

5

4

3

3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道⾮製造業【148】

全国⾮製造業【1,745】

北海道製造業【62】

全国製造業 【1,111】

北海道全産業【210】

全国全産業 【2,856】

なし 0〜5％ 5〜10％ 10〜20％ 20〜30％ 30〜40％ 40〜50％ 50〜75％ 75％以上

（％）

(有効回答社数⽐）
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CN・脱炭素社会︓排出削減⽬標の設定状況
 北海道、全国ともに、全産業における「不明・未定」との回答割合が7割以上を占め、次いで「〜2050年」、「〜2030

年」との回答割合が⾼い。
 業種別では製造業の⽅が⽬標設定は進んでおり、北海道は全国と⽐して進んでいない。

排出削減⽬標の設定状況（SCOPE1,2）
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7

9
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3
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12

1

1

0

1

1

1

83

78

66
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72

0% 20% 40% 60% 80% 100%

北海道⾮製造業【147】

全国⾮製造業【1,722】

北海道製造業【59】

全国製造業【1,108】

北海道全産業【206】

全国全産業【2,830】

既に達成済み 〜2030年まで 〜2040年まで 〜2050年まで 2050年以降 不明・未定

（％）

(有効回答社数⽐）



34

CN・脱炭素社会︓CNに向けた取り組み
 全国、北海道共通して「省エネ」の回答割合が最も⾼く、次いで「再エネ」となっている。2025年から2050年の変遷につい

て、2025年段階においては7割以上が「省エネ」と回答した⼀⽅2050年に向けて回答割合は減少し、「資源循環」「新エ
ネ」「クレジット購⼊」などの回答割合が増加した。

 全国に⽐し、「再エネ」の回答割合が低い⼀⽅、「新エネ」の回答割合が⾼い。

CN実現に向けて①〜2025年、②〜2030年、③〜2050年で重視・期待する施策
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事業規模縮⼩

省エネ

再エネ

電化

LNG転換

原⼦⼒の活⽤

資源循環

ネガティブエミッション技術

新エネ（⽔素・アンモニア・合成燃料・SAF等）

クレジット購⼊

削減貢献量活⽤

その他

【北海道】 【全国】

(３つまでの複数回答、有効回答社数⽐）

北海道2025年【158】
北海道2030年【158】
北海道2050年【155】

全国2025年【2,216】
全国2030年【2,213】
全国2050年【2,163】

（％）（％）
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Section 2 企業⾏動に関する意識調査のまとめ
総観
 北海道は、事業上のリスクとして掲げられる物価上昇や⼈⼿不⾜・⼈件費上昇などへの関⼼が⾼く、これに対しては価

格転嫁などを通じ着実に取組みを進めている。また、CN対応やAIの活⽤など中⻑期的に取組むべきテーマについては、
調査結果より課題感を認識している⼀⽅、取組みの途上であることがうかがえるため、今後更なる推進が期待される。

⼈材
 北海道は全国に⽐し、現場を中⼼とした⼈材不⾜感を強く認識している。斯かる中、中途・新卒採⽤の強化や再雇

⽤など多様な⼈材を確保するともに、賃上げを8割以上の企業が実施するなど、⼈材確保・定着に向け着実に取組み
を進めている様がうかがえる。

 賃上げを含めた各種コスト増に対しては価格転嫁を進めるとともに、⼈⼿不⾜への対策として業務の削減・合理化や
営業・稼働時間の削減など現在の⼈員で対応可能な体制整備をおこなっていると推察される。

CN
 北海道ではCNが進むと設備⼊替の契機となるとの回答割合が⾼く、⾜元では省エネに係る取組みを重視しているほ

か、中⻑期的には新エネ導⼊などへの期待感が⾼まっている。
 ⼀⽅で、現状は脱炭素に関連する投資をおこなっている企業が半分以下であることに加え、排出削減⽬標の設定状

況が全国と⽐し低いなど、課題意識はあるものの⼈材獲得など優先的な課題に対応している現状から、CNについては
劣後の対応となっていることが推察される。
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